
平

成

四
年

十

.
一月

一
11
発

行

〔
毎

月

一
日

一
回

発

行

H

論叢
第150巻 第5・6号

ス コ ッ トラ ン ド啓 蒙 に お け る 商 業 と軍 事 … … … 田 中 秀 夫 ユ

サ バ 、 サ ラ ワ クの 木 材 産 業 の 持 続 的 発 展 の

見 通 し に つ い て … … … … … ・… ・… … … ・… … … 中 島 健 二25

ロ ー カ ル ・ ミニ マ ム 論 の 検 討(2)… … ・・… … ・李 昌 均49

.商 人 と一 次 産 品 の 価 格 決 定 … … … … ・… ・・… … … 服 部 茂 幸71

ア ジ アNIEs工 業 化 過 程 の

政 治 経 済 学 研 究(1)… … … ・・… … ・… … … 宋 立 水88

書 評

中 村 達 也 『豊 か さの 孤 独 』

(岩 波 書 店 、1992年)一 … … … ・・・… 一 … … ・… ・根 井 雅 弘115

学 会 記 事

経 済 論 叢 第149巻 ・第150巻 糸窓目録

平 成4年11・12月

:東郡 文 學 経 濟 學 會



経 済論叢(京 都 大学)第150巻 第5・6号,1992年U・12月

ロ ー カ ル ・ ミニ マ ム 論 の 検 討(2)

地方分権的行財政制度 と内発的発展及び人間発達のシステム一

季 昌 均

IVロ ーカ ル ・ミニマ ム論 への転 換

一 住民生活における個性的な 「高水準 ・低統制」のシステムー

1.ロ ー カル ・ミニ マ ム論 の思想 及 び概 念規 定

(1)藤 谷氏 の地方 固有事 務拡 充 論

本稿 の(1)の 分 析で,地 域 不 均 等発展 の問 題お よび ナ シ ョナ ル ・ミニ マ ムの思

想 の 中央 集権 的 な属 性 を明 らか に し,そ れ に伴 う中央 集権 的 な地 方財 政 調整 制

度 を批 判 した 。 さ らに シ ビル ・ミニマ ム論 の限 界 を も明 らか に指 摘 した。 以下

で は,こ れ らを是正 あ るい は排 除す る こ とによ って 中央集 権 を打 破 し,地 方 分

権 的 な行 財 政制 度 の確 立 と内発 的発 展 お よ び人 間発達 の システ ムの確 立 のた め

の試 み と して の ロー カル ・ミニ マム論 を展 開す る。

こ の ロー カ ル ・ミニ マ ム(LocalMinimum)と い う言 葉 は,一 般 に 通用 さ

れ て い る言葉 で はな く,ナ シ ョナル ・ミニ マム を もじ って シ ビル ・ミニ マ ム を

造 語 した の と同 じ く筆 者 が造 語 し,初 め て その理 論 的 ・思 想 的 に位 置 づ け てみ

る もので あ る36,。筆 者 が ロー カル ・ミニマ ム論 を提 唱す る こ とは地方 分権 と内

発 的 発 展 お よ び 人 間発 達 の た め の新 しい試 み であ る とい え るが,し か しこの

ロー カル ・ミニマ ム論 の 原則 とすべ き基 本 的思 想 は必 ず しも新 奇 な もので はな

い 。 それ は 日本 の経 験 お よび諸 国 の諸研 究 者 の見解 よ りほ とん ど得 られ る。

36)ロ ー カル ・ミニマ ム とい う言 葉は,今 まで ま った く使 われ てい なか ったわ けで は ない。 ナシ ョ

ナル ・ミニマ ムに対比 してい くつか の書物 にはあ らわれ てい る。 しか し,そ の理 論的 ・思想的 な

位置づ けが まった くな いま ま,単 な る用 語 と して使われ てい たに過 ぎなか った。
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このローカル ・ミニマム論の原則 とすべ き思想の一つ と して,以 下の藤谷氏

の地方固有事務拡充論が考 えられ る。 日本 において,地 方財政調整制度を含 め

た地方分権的 な行財政制度 の確立に よって地方 自治を強化 す るとい う見解 とし

て,一 般的にシ ャウプ勧告が最初 ・最高の見解で あるとされて きた。 しか し,

す くなくとも地方財政調整制度 を含めた地方分権 的な行財政制度 の確立の見解

として,日 本で はシャウプ以前 に藤谷氏の 「固有事務拡充論」か らすで に主張

されたのであ り,こ れ は シャウプ勧告 に匹敵す る理論で あった。 ここで は,

ロー カル ・ミニマ ム論 の基本的思想 と して受 け入れ るべ き藤谷氏の見解 を,

シャウプ勧告 と対比 しなが ら考察す る。

藤谷氏は,昭 和初期 の当時の地方財政の問題点 として,有 力な財源の多 くを

国家が掌握 し,地 方 自治体 は極めて限られた税源 しか許 され てい るにす ぎない

とい う点 と,さ らに国家 は地方 自治体 に対 して多 くの委任事務の執行 を委任 し

てい るが,こ れ に対す る所要経費の保障が不充分であ って,経 費の多 くの部分

を地方 自治体 の負担 に強制 しているという点 をあげ,こ れ らの問題点は市町村

に特 に甚だ しい3のと指摘 した。つ ま り,中 央集権的な行財政制度 によって,地

方固有事務および地方固有税源が少ない とい う状況の上に,さ らに多 くの委任

事務 およびそれに伴 う経費を地方 自治体 に強制す ることによって,特 に市町村

の自治お よび財政の運営が困難 になってい ると指摘 した。

したが って,藤 谷氏 は,「 国の規模 において統制す るこ とを要 す る特別の事

項を除いては,そ の他 の事項は これを地方 に分権 し,地 方問題 については地方

を して充分 にその創意 を発現す ることを得 しむべ きである。」38〕と主張 した

このよ うに,中 央集権を排除 して地域住民の創意お よび必要 に基づ いて 自由

にで きるよ うな地方固有事務の拡充 とそれに伴 う税源委譲,そ して市町村を重

要視 した藤谷氏 の主張は,ま さにシャウプ勧告の行政事務再分配 にお ける市町

村優先原則 の理念 とまった く同 じであった と言えよ う。 さらに藤谷氏が,「 自

37)藤 谷謙二 「地方財 政調 整交付金案 に就 いて」経 済時 報4巻10号,昭 和8年,42ペ ー ジ参 照。

38)藤 谷謙 二 「再 び地方財 政調整交付 金制度 につい て」 経済時 報5巻9号,昭 和B年,24ペ ー ジ。



ローカル・ミニマム論の検討(2〕(439)51

治の 自治 たる所以 は,健 全 な社会通念 にもとづいて これを理解するか ぎ り,地

方の行政 が多かれ少かれその地方民の創意 と責任 に任せ られてある ことにあ る

としな くてはな らない。」39,と主張 したこ とは,シ ャウプ勧告の責任 明確化 の原

則にあた る考 えで あった と言 えよう。その上,藤 谷氏は,地 方財政調整制度 を

併用 して税制の欠陥 を補完させ,地 方自治体 の財政力を強化 しなが ら,地 方 自

治の発展を図 った こともシャウプ勧告 とまった く同 じ考 えてで つた と言えよ う。

以上の ような藤谷氏の主張 は,シ ャウプ勧告のよ うに税制改革の具体的方法

や地方財政調整委 員会 とい う国 と地方 との対等 な立場での協議機関を規定 して

いなか った点で は不十分 な見解であったが,し か しなが ら行財政の地方分権 を

原則 とす る地方財政調整制度を提案 した ことはシャウプ勧告 と同 じであったの

である。 したが って,こ れ らの思想 を基本理念 とするローカル ・ミニマム論 は,

日本 の経験か ら得 るならば,こ の藤谷氏 の主張か ら始 まるので ある。

このローカル ・ミニマム論をさらにいえば,以 下のシャウプ勧告 における3

点セ ットをその基本原則 とす る。

② シャウプ勧告 における地方分権的な行政制度確立へ の3点 セ ッ トと神戸

勧 告

シャウプ勧告 を結果的にいえば,上 記 の藤谷氏の見解 が,よ り具体化され,

よ り地方分権的に補強された形であった。 シャウプ勧告 における地方分権的な

行財政 制度確立へ の最 も重要 な点は次の3点 にあ ると言えよう。第1は,行 財

政権限における市町村優先の原則 とそれに伴 う責任明確化 を通ず る地方 自治団

体の自主権 を強調 した ことで ある。第2は,民 主主義的な地方財政調整制度を

併用 した ことであって,こ の2点 は藤谷氏 と同 じもので あった。第3は,国 と

地方が対等な立場で,諸 問題 を協議する とい う地方財政調整委員会の設置を求

めた とい う点 は藤谷氏 に欠けていた シャウプ勧告の特徴であ る。

まず第1点 は,行 財政における市町村 の優先原則 とは,中 央 に集中されてい

39)藤 谷謙 二氏 が 「地 方財 政論」(昭 和19年)の 中で,宮 沢 俊義 氏の主 張 を引用 して述 べた。 宮沢

俊 義 「地 方制 度 の改正 につ いて 」都 市 問題36巻4号,昭 和18年,3ペ ー ジ。
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る行財政の権限の地方委譲 を前提 とし,そ の委譲の際 に,都 道府県よ りも市町

村 に優先的に委譲 しなけれぼならない とい うことである。 なぜ なら,市 町村 と

いった地方 自治体は地域住民に最 も身近な政府 であるから,住 民 のニーズを最

も正確に知 ることがで き,住 民 の意思を最 もよ く反映する ことがで きると考 え

たか らであ った。 この行政事務 の委譲に伴 って,市 町村税 として固定資 産税の

創設,府 県税 として所得型付加価値税の創設 を求め,独 立行政主義 および独立

税源主義を主張 したのであ る。

さらにシ ャウプは,こ のように委譲 された行財政事務 を,複 数の政府が関与

することは,そ の事務 に関す る責任 の所在 を不 明確 に し,自 主的 な意思決定が

抑制 される とし,1つ1つ の事務 を1つ の段階の機関に専属 させ,責 任 をは っ

きりさせ ることによって,各 地方 自治体の 自主権 の確 立を主張 した。 こうすれ

ば,行 財政の運営 は各地方 自治体 のその住民の手 にあ り,住 民の創意お よび必

要 に基づいた地方自治体の行財政運営がで きるのである。

第2点 は,上 記の行財政権限の地方委譲 に併用 して民主主義的な地方財政調

整制度の実施を提案 したことである。つま り,従 来の中央集権的 な地方配付税

を廃止 し,中 央政府の立場か らでな く,各 地方 自治体 の財政需要 と課税力を各

地 自治体が算 出 し,そ の財 源の不足額を国庫 の一般資金か ら補填す るとい う下

か らの積上方式の新 しい平衡交付金制度を提案 した。 さらに,補 助金 を廃止 し

平衡交付金 に併合す るなど国の干渉 ・統制 を排除 したのであ る。 このよ うに民

主主義的な地方財政調整制度を併用す ることによって,よ り地方自治の発展 を

図 ったので ある。

第3点 は,政 府 間の行財政の問題 において,地 方が国 と対等の立場 で協議 し

決定 し,国 の独断的な決定を地方か ら制御 しうる地方財政調整委員会 を設けた

とい う画期的な点であるひ

つ ま りシャウプは,現 行の地方交付 税のよ うに,「 国 と地方 自治体 とが対等

の立場で審議 ・決定 ・実行す るような民主主義的機関が存在 しないか ぎ り,租

税の集権化 と歳出の分権化を基礎 とする地方財政調整制度 は,地.方 自治体へ の
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国による官僚的統制の手段 とな って しまう。」40)ということをすでに看破 してい

たのであ る。

以上の3点 が シャウプ勧告の実 に重要な特徴 であると言 えよう。 この3点 が

今 日において とりあえず実現されれば,各 地方 自治体 はその住民の参加および

監視下 に,住 民の創意及び必要 による行財政運営 とい う地方分権的なシステム

が確立 され るであろ う。 したが って,ロ ー カル ・ミニマム論は この3点 を基本

原則 とす るが,し か しシャウプ勧告そのものではな く,シ ャウプ勧告 よ り優れ

た地方分権 的な地方財政調整制度及びよ り民主主義的な調整機構を提示す る。

ところで,ロ ーカル ・ミニマム論の基本原則である行財政権の地方分権化へ

の具体的方法 としては,さ らに神戸勧告の基準 に基づいて行 うことにす る。

神戸勧告は,国 の事務 を,(1>国 の存立に直接必要な事務,(2)全 国的規模

において総合的 に行 うべ き企画事務,(3>府 県の区域 を超 える事務で,府 県 に

おいて有効 に処理 しえない事務 および府県の区域 に関係 のない事務,(4)全 国

的に統制す る必要のある事務,㈲ 地方団体が行 うことが著 しく非能率かつ不

適当な事務のみ に限定 し,こ れ らの基準 に基づいて具体的に外交 ・司法 ・国土

計画 ・貿易な どの29項 目の事務 を国の事務 と し,他 の事務 はすべて市 町村に委

譲 し,そ の市町村で処理す ることが非能率 ・不適当な事務 のみを府県に配分す

べ きであ ると主張 した。.

このような基準 に基づ いて現在の行政事務 を再分配す るならば,ま ず都道府

県の事務 はすべて市町村 に委譲 され ることにな り,さ らに国の事務のほ とん ど

が地方政府特 に市町村 に委譲されることになる。それ と同時 に税源の委譲が行

われるならば,委 任事務 および補助金が 自動 的に整理 され ることによ って,ま

さに地方分権的な行財政制度は確立され るのであ る。

以上の ように,各 地方 自治体が行財政の権 限を確立 し,さ らにその上,民 主

主義 的な地方財政調整制度 を通 じてよ り地方 自治体 はその財政力 を拡充 し,そ

して政府 間および財政調整 におげ る諸問題 においては,「 地方 自治体連合会」

40)重 森暁 「現代地方自治の財政理論」有斐閣,昭 和63年,147ページ。
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とい う機 構 の設 置 を通 じて協 議 ・調 整 してい くとい う シス テ ムが ロー カ ル ・ミ

ニマ ム論 が指 向 す る ところで あ る。 しか も,ロ ー カル ・ミニ マ ム論 は これ に と

どま らず,こ の よ うな地方 分権 的 な行 財政 制度 とい う基 本 原則 下 に,以 下 の 内

発 的発 展 お よび人 間発達 を 目標 とす る。

(3)内 発 的発 展論 の基 本 的性 格』 地方分権 ・人間発達 ・環境重視一

内発 的 発展 論 は,欧 米 の先発 工業 国 の歴 史 的経 験 に基 づ い て構 築 され た 近代

化 理 論 に対抗 して,さ まざ まな地域 で 進行 中の さ まざ まの 内発 ・自主 的な発 展

の試 み を理論 化 した もので あ って,1970年 代 に第3世 界 を 中心 と して現 れ た。

この内 発 的発 展(endogenousdevelop皿ent)と い う言 葉 は,1970年 代 の 中

頃 に,ス ウ ェー デ ンの ダク ・ハ マ ー シ ョル ド財 団が,国 連 経済 特 別総 会(1975

年)の 際 につ くった報 告 「なに を なす べ きか 」 で 「もう一 つ の発 展」 とい う概

念 を提 起 した ときに,そ の属性 の一一つ と して 「内発 的」 とい う言 葉 を 「自力 更

生」 と並 んで用 い た のが最 初 の よ うに思 える4%

この ダグ ・ハ マ ー シ ョル ド財 団 が提 起 した 「もう一 つ の発 展」 と は,「 ゆが

んだ 発 展 」(maldevelopment)を 生 み 出す よ うな従 来 の経 済優 先 型 の発 展 に代

わ る発展 の あ り方 で あ って,そ の 内容 と して次 の5点 を挙 げて い る店2〕。

第1は,基 本 的必 要(Need-oriented)を 充 足 す る こ とで あ る。 人 間 が 人 間

ら し く生 きてい くた め には,.衣 ・食 ・住 ・医療 ・教 育 な どの物質 的 ・精 神 的 な

人 間 の基 本 的必 要 を充足 しな けれ ば な らない。 そ れ に よ って,そ れ ぞ れ の個 人

の人 間 と しての可 能性 が 十分 に発 現 で きる とい う こ とで あ る。

第2は,内 発 的(Endogenous)な 発 展 を 図 る こ とで あ る。 これ は,他 者 へ

の依 存 ・従 属 あ るい は他律 的発展 を排 除 し,自 ら主権 を行 使,自 ら袖 値 観 と未

来展 望 を定 め る よ うな社 会 の 内的 か ら起 こって くる発 展 を指 向す る こ とで あ る。

第3は,自 立 的(Self-reliant)に 行 う こ とで あ る。 つ ま り,そ れ ぞ れ の社

41)鶴 見 和 子 ・川 田侃 編 「内 発 的 発 展 論 」 東 京 大 学 出版 会,1991年,3ペ ー ジ。

42)同 上,13-14ペ ー ジ。 原 書 は,M.Nerfinced,AnotherDevelopmenしApproachesand

Strategies,Uppsala=DagHammarskjoldFoundation,1977,PP.10-11.
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会の発展 は,そ の自然的 ・文化的環境め下で,ま ず当該社会構成員の もつ活力

を生か し,そ の経済社会の もつ諸資源 を利用す る形で行われなければな らない

とい うことであ る。

第4は,エ コロジー的 に健全(Ecologicallysound>を 図 ることで ある。つ

ま り,支 配的な経済優先型 の発展では環境保全の側面が しば しば無視 されて き

たが,も う一つの発展では,地 方的な生態系 に将来世代 の利用に対す る配慮が

加え,現 在世代 と将来世代 が共 に環境資源か ら最大の利益 を得て,こ れを合理

的に利用す る方 向を図 るとい うことであ る。

第5は,経 済社会構 造の変化(Structuraltransformation)を 必要 と してい

ることであ る。つ まり,社 会成員のすべてが 自分 に影響す るような意思 政策

決定 に関 して参加 し,ま た 自ら管理することがで きるためには,し ば しば社会

関係,経 済活動やその空間的な分布,ま た権力構造な どの面での改革が必要で

ある。 こうした経済社 会構造 の変化な くして は,も う一つの発展は決 して達成

されない ということである。

要す るに,ダ グ ・ハマーシ ョル ド財団の これ ら5点 を内容 とす る 「もう一つ

の発展」 とは,結 局は内発的発展 の条件であ り,内 発的発展の 目標であ ると言

えよう。

この ような内発的発展論の特徴 を端的にい えば,次 の3点 に集約することが

で きる。まず第1は,他 律的発展あるいは中央集権的支配的発展 を排除 し,地

方分権的な経済社会構造下 に,そ れぞれの地域の内発性 と自立性 に基づ いた地

域発展 を図 ってい くとい う点である。

第2は,し たが って,発 展の単位が国家で はな く,そ れぞれの地域 を発展 の

単位 としている点であ る。つ まり,住 民 自身がその生活 と発展 との形 を自ら決

定す ることを可能 にす るのは国家よ り小 さい地域 であ って,そ の地域 レベルで

開発 と環境保全 のバ ランスを再建す ることを求めているとい う,そ れぞれの地

域 を重要視 している点であ る。

第3は,こ のよ うな思想および構造 と.ともに,衣 ・食 ・住 ・教育 などの人間

、
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の基 本 的必 要 を充足 す る こ とに よ って,す べ ての 人 間 は個 性 ・創 造 性 を発揮 す

るこ とが で き るとい う人 間 の全 人的 な発 展 を究極 の 目的 と してい る点 で あ る。

要 す るに,内 発 的発 展 論 は,地 方 分権 下 に,そ れ ぞれ の地 域 が主 体 とな って,

環境 を重 視 しなが ら各 地域 自 らの発展,そ してそ の 中で人 間発達 を図 ってい く

とい う思 想 であ る と言 えよ う。

こ こで重 要 な事 実 は,こ の 内発 的発 展 論 も結 局 は地 方 分 権化 を基本 原 則 と し

て前 提 としてい る こ とで あ る。 つ ま り,地 方分 権 化 な くして は内 発 的発 展 あ る

い は 人間発 達 の可 能性 はあ りえ ない とい うこ とを示 したの で あ る。 した が っ て ,

地方 分権 化 にな って は じめ て,各 地 方 自治体 が そ の住 民 の創 意 に基 づ い た内 発

的発 展 お よび 人 間発 達 の社 会 シス テ ムが 可 能 にな る ので あ る。 これ が 前 述 の

ロー カル ・ミニ マム論 の基 本 原則 に加 えた ロー カ ル ・ミニ マ ム論 が 指 向す る 目

標 なので あ る。

㈲ ロ ー カル ・ミニマ ムの概 念一J.ラ スキンとA.セ ンの示唆一

以 上 の よ うに,ロ ー カル ・ミニマ ム論 は地 方分 権 の原 則 下 に,内 発 的発展 と

人間発 達 を 目標 と して い るので あ るが,具 体 的 に ロー カル ・ミニマ ム論 を展 開

す る前 に,こ こで は まず ロー カ ル ・ミニマ ムの概 念 を規 定 してお きた い と思 う。

ロー カ ル ・ミニ マ ムの定 義 を端 的 にい えば ,各 地方 自治 体 の住 民 の必 要最 低

限の生 活 条件 で あ る。

こ こで い う生 活 とい う概 念 は,イ ギ リスの経 済学 者 で あ り芸術 文 化経 済学 の

創 始 者 で あ るJ.ラ スキ ンのLifeの 概 念 を意味 す る。今 日の 日本 にお ける ラ ス

キ ン研究 の第一 人 者で あ る池上 惇 教 授 は,ラ ス キ ンの 生活 の概 念 を次 の よ うに

語 っ てい る。 つ ま り,「 日用 品 の買 物 にい く,普 通 の食事 をす る,オ シ ッコを

す る,な どの意 味 だ けで な く,こ の 日常 の くら しか ら始 ま って芸 術,教 育,環

境 の 享受 と創 造 に至 る人 間 の生 命 活動 のすべ て の もの を指 して い る。」43}と。

43)池 上 惇 「文 化 経 済 学 の す す め」 丸 善 ラ イ ブ ラ リー001,平 成3年,85ペ ー ジ 。 原 書 は,John

Ruskin「MuneraPulveris-SixEssaysontheElementsofPoliticalEconomy」1907年(木 村 正 身

訳 「ム ネ ラ ・プ ル ウ ェ リ ス ー 政 治 経 済要 義 論 」 閲 書 院,昭 和33年)
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要す るに,生 活 とは人間の生活活動のすべてである。 ところで,そ れぞれの

人間は単 に生 き残るために,あ るいは決 して退歩 を指向 して生命活動を行 って

い るので はない。それぞれの人間はそれぞれ理想 を持 ち,そ れぞれ発展のため

に生命活動を行 っている。そ うす ると,人 間の生命活動 とは,人 間発達行為で

あ るとい うことにな り,さ らに言えば,生 活 とは,人 間発達行為 のすべての も

ので あるとい うことになるであろう。

こうい う観点か ら言 えば,各 地方 自治体の住民の必要最低 限の生活条件 とい

うローカル ・ミニマム とは,結 局は各地方 自治体 における住民の人間発達 を保

障す る必要最低限の条件 のすべ ての もの とい うこ とになる。

そ して,な ぜマ クシマムではな くミニマムなのか といえば,す で に明 らか に

なったように,人 間発達 を保障するためには地方分権化が確立され なければな

らない。 ところが,こ の地方分権 の確 立 とい うものは,全 地方 自治体の全住 民

が共 同 ・協力す ることによって獲得で きる ものであ って,さ らに,そ れはあ く

まで も内発 的発展や人間発達のための必要最低限の基本的条件なのであ る。 こ

の基本的条件 とい う意味で,ミ ニマムであ って,そ の以上 は,こ の基本的条件

を活か して,各 地方 自治体のその住民の個性 ・創意によって向上 ・発展 してい

くべ きで あるという意味での ミニマムであ る。つ まり,そ れ以上 は,そ れぞれ

の地方自治体の住民が この基本的な条件の もとで,人 間発達 を通ず る過程の中

で,さ らによ り発達された人間の創 意によってその条件 を向上 ・発展 してい く

ことに委ねなければな らないことであって,こ の意味でロー カル ・ミニマムは

決 して全国一律的な水準 あるいは条件ではな く,そ れ ぞれの地域はそれぞれ の

水準 あるいは条件 を持つ ことになるのである。

ところで,そ れぞれの地方 自治体がそれぞれのローカル ・ミニマムの設定 と

いう住民の公共的意思決定は どう行われ るべ きか。それ はA,セ ンの見解 に し

たが うべ きである。

従来 の効用アプローチか ら潜在能力アプローチへの転換 を主張 したセ ンによ

れば,公 共性 の高さ とは,人 間の もつ諸機能 をよ りょ く発揮 しうるようなもの
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であ って,こ のように人間の諸機能の発達 とい う評価基準 に基づ いて住民の多

数が合意すれば人間発達の公共 的意思決定は可能であ り,そ して よりよい人間

発達 の社会的環境を整備 してい くことがで きるのであ る4%

これは 」.ラス キ ンの見解 にも十分示 されている。つ ま り,金 銭 の価値 を最

高の もの として取 り扱 う経 済学か ら人間の 「いのち とくら し」 を最高の もの と

す る経済学への転換を求めた49ラ スキ ンの考えは,価 値 を金銭的 な基準か ら評

価す るのではな く,人 間発達的な側面か ら評価すべ きであ るとい うことであ っ

た。 この基準 に基づいてそれぞれの地域 の住民が公共的意思決定 を行 うとすれ

ば,結 局 はそれぞれの地域社会 は人間発達 を促進 させ るこ とがで きるような社

会 システムが整備され るのである。

このよ うに,そ れぞれの地域が,そ の地域住民が人間発達 とい う評価基準 に

基づいて行 った公共的意思決定 の産物であ る諸制度や ルールを,そ れぞれの地

域社会の社会的間接資本 として規定 し㈲,つ ま り,そ れぞれの地域社会 におけ

るイ ンフラス トラクチ ャー として,従 来の ように国家の手 で管理するのではな

く,そ れぞれの地域住民の手で管理 ・発達 させ てい くことにす る。

2.ロ ー カ ル ・ミニ マ ム論 の特 徴及 び その作 用

(1)ロ ー カル ・ミニマ ム と水平 的財 政調 整
一 民主主義的な地方財政調整制度の必然性と エ ロールズの正義の二つの原理一

以 上 で,ロ ー カ ル ・ミニ マ ム論 の基 本原則 お よび 目標,そ して その概 念 を規

定 したが,以 下 で は,こ の ロー カル ・ミニマ ム論 の特 徴 お よびそ の作 用 につ い

て具 体 的 に展 開 す る。 ロー カル ・ミニマ ム論 の特 徴 お よび作 用 の 一つ は水平 的

44)池 上 惇 「財 政 学 一 現 代 財 政 シ ス テ ム の総 合 的 解 明一 」 岩 波 書 店,1990年,74,85ペ ー ジ参

照 。 原 書 は,AmajtyaSen「CommoditiesandCapabilities」(鈴 村 興 太 郎 訳 「福 祉 の 経 済 学一

財 と潜 在 能 カ ー 」 岩波 書 店,1988年>

45)池 上 惇 「文 化 経 済 学」82ベ ー ジ。 原 書 は,JohnRaskinの 前 港 書 。

46>J.M,ブ キ ャ ナ ン は,租 税 シ ス テ ム も イ ン フ ラ ス トラ ク チ ャー と し て規 定 した が,本 稿 で は,

人 間 発 達 とい う評 価 基準 に よ って 行 っ た住 民 の公 共 的 意 思 決 定 物 の 中 で,制 度 あ る い は ル ー ル の

す べ て をそ の 地 域 社 会 の イ ン フ ラ ス トラ クチ ャー と し て規 定 す る。
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財政調整 制度 を必然化させ るとい う点であ る。

地方財 政調整の方法 としては,垂 直的財政調整 と水平的財政調整 とが ある。

垂直的財政調整 とは国が地方財政を調整す るとい う中央集権的な方法で ある。

これ に対 して水平的財政調整 とは,地 方政府 の内部で調整す る方法で ある。今

日の地方交付税は中央集権的な垂直的財政調整であって.ナ シ ョナル ・ミニマ

ムの保障の手段 として国の財政都合によって左右 されてい る。それは中央集権

的なロー カル ・ミニマ ム論 とそれに伴 う中央集権 的な地方財政調整制度 にほか

な らないか らである。

この ように,ナ シ ョナル ・ミニマム論が垂直的財政調整制度を必然化 させ る

な らば,ロ ーカル ・ミニマム論は水平 的財政調整制度を必然化させる。つま り,

ローカル ・ミニマム論下で は,垂 直的財政調整はあ りえず,水 平的財政調整 の

みが可能 となるのである。

なぜな ら,前 述の シャウプお よび神戸勧告 の基準 に基づいて市町村 に行財政

の権 限を委譲 した場 合,国 家は国家の存立のための直接必要な行政事務,そ し

てそれだ けの財政力 しか持 たないことにな るか ら,国 家 としては地方財政調整

ので きる財政力がない。 したが って,地 方財政調整制度は,中 央政府か ら地方

政府 の手 にあることにな り,今 日のよ うな国の統制の手段 としての財政調整制

度で はな く,ロ ー カル ・ミニマムを保障す る手段 として,各 地方 自治体にお け

る内発的発展 と人間発達 を促進 させ る財政調整制度 となるのである。

それ に加 えて,財 政調整の問題 および各地方 自治体のさまざまな理解関係か

ら生 ず るさまざまな問題に対 しては,そ れは各地方 自.治体 の代 表数人 とす る

「地方 自治体連合会」 とい う権 限を持 つ調整機構 を設置 し,各 地方 自治体が相

互共同 し共存共栄す るとい う理念下 に協議 し決定する。

この水平的財政調整制度 および地方 自治体連合会 とい う方法は,今 日にいた

るまで に一番優れている方法 とされていたシ ャウプ勧告の平衡交付金 および地

方財政調整委員会 とい う方法よ りも一層優れている方法であ り,筆 者 の提唱す

るまさに新 しい民主主義的な地方財政調整制度 なので ある。
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さらに,シ ャウプおよび神戸勧告 の基準に基づ いて行財政事務 を再分配す る

ならば,現 在 の国の事務 および税源のほとんど,そ して都道府県 の事務お よび

税源の全部が市町村 に委譲 されることにな り,委 任事務 および補助金はほとん

どが 自動的に整理され ることになる。 したが って,今 日の地方交付税 と補助金

とを組み合わせたナシ ョナル ・マクシマ.ム財政統制はあ りえな くなるのであ る。

以上のように,ロ ーカル ・ミニマ ム論は,水 平 的財政調整制度 を必然化 させ

る とともに,委 任事務 および補助金の整理を必然化させ る。 さらに,「 地方 自

治体 連合会」 とい う権限を持つ調整機構の設置を可能 にさせ る。 それによって,

各地方自治体 は独立行政主義 と独立税源主義の もとで,自 らの責任下 に住民の

創意に基づいた 自治体運営がで きるのである。 これが ローカル ・ミニマム論の

極めて重要な特徴および作用の一つであ り,今 までの研究 には示 されなか った

画期 的な事実であ ると言 えよう。

ところで,国 お よび都道府県 の行財政の権限を各市 町村 に同 じく委譲す るな

らば,ど の市町村で もその行財政の権限においては同 じであ って,平 等 な配分

が行 われたのに,そ の上 なぜ富裕団体が貧弱団体 に財政 を援助す るとい う平等

に反する地方財政調整制度 を実施 しなければな らないのか,そ の正当性 はどこ

にあ るのか と疑問を提起す るか もしれない。その解答は,ア メリカの哲学者で

あ り,「正義論」 の著者であ るJ.ロ ールズの正義の原理か ら得 られる。

ロールズは,権 利 ・自由 ・機会な どを社会的基本財 として規定 し,こ の社 会

的基本財が各人 に平等に配分され ることを正義の第1の 原理で あると した。そ

して,正 義の第2の 原理 として,社 会的 ・経済的不平等 は,全 ての人,特 に最

も不利 な立場 にあ る社会構成員の便益 を結果 として保証す るな らばその時 にの

み,正 義である。言い換 えれば,よ りよい状況にある人々の より高い期待は,

社会の最 も不利 な立場にある構成員の期待 を改善す るように作用す る場合の限

り正義であるとしだ η。 ということは,ロ ールズは,第1の 正義 が実現されて

47)JohnRawls「ATheoryofJustice」HarvardUniv.Press,1971年 。 矢 島 釣 次 監 訳 「正 義 論 」 紀

伊 国 書 店,1988年,11,47,58ペ ー ジ 参 照 。
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も正義の実現 は不十分であ ると考 え,第2の 条件付 きの正義 を加 えることに

よっては じめて正義 は達成 されることになると考 えたわ けであ る。

したが って,正 義の実現 とは,ま ず各 人が権利および自由などにおいて平等

であ ることと,そ の上,よ りよい立場にある人々は不利 な立場 にあ る人々の発

展 を保 障すべ きであ るとい うことが同時 に達成 された場合である と言 えよう。

こうした観点下に,ロ ールズは,補 助金制度は もともとは正義の原理に反す

るが.た だ し,そ れが平等な 自由を保証す る社会的条件 を直接 ・間接的に助長

し,最 も不利 な立場 にある人々の長期的利益 を適切 な方法で増進す るもの とし

てのみ,正 当化され うるであろ5ax)と 述べた。

この ロールズの正義 の原理 に基づいて地方財政調整制度 の実施 における正 当

性および この制度が必ず民主主義的 な制度で なければな らない理由について初

めて究明 してみたい と思 う。

まず,国 および都道府県の行財政の権 限を各市町村 に同 じく再分配するなち

ぼ,ど の市町村で も行財政の権限においては同 じで あって,こ れはロールズの

正義の第1の 原理 に満た され るが,し か し,各 市町村はその行財政的な権 限 と

い う基本的な権限においては同 じであって も,そ れぞれ の市町村はそれぞれ地

理 的 ・産業的 ・歴史的状況が異 なるのに伴い,特 に財政力において必ず よ りよ.

い市町村 とよ り不利な市町村が生 じ,地 方 自治体の財政上 の正義 は達成 されて

いないのであ る。 したが って,ロ ールズの正義の第2の 原理が満たされ るため

には,富 裕 団体が貧弱団体の財政力 を補強させ,そ の貧弱団体 およびその住民

の発達を保障 しなければならない ことになる。

この際 に極めて重要 なのは,ロ ールズが この第2の 原理 を用いるときに条件

をつけたの と同 じように,今 日のよ うな中央集権 的な地方財政調整 制度では地

方 自治およびその住民の発達を保障するような ものではないか ら正当化 されな

い。 したが って,本 稿の主張す るローカル ・ミニマ ム論の確立 によって,す で

に明 らか に したように,民 主主義的 な地方財政調整制度 とい うまさに地方 自治

48)同 上,252ページ。
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やその住民の人間発達 を導 くような制度でなけれぼな らない とい う条件が必要

とな るのである。 この場合 にのみ,地 方財政調整制度 の実施 は正当化 され ると

ともに,民 主主義的 な地方財政調整制度で なけれ ばな らない とい う根拠なので

ある。

② ローカル ・ミニマム論 と地域不均等発展の是正
一 内発的発展の筋道とJ.ラ スキンの固有価値及び享受能カー

すでに述べたように,地 域不均等発展は,資 本主義 の経済法則 の必然的産物

であ り,さ らに官僚的中央集権 によって も助長 ・拡大されて きた。 この地域不

均等発展の問題が中央集権化 を促進す る一つの重要原 因と して作用 している。

したが って,地 域不均等発展の問題 を是正する とい うことは結 局中央集権 の打

破策 の一つ とな り,逆 にいえぼ中央集権の打破が地域不均等発展 の一つの是正

策 となるのである。

このよ うな地域不均等発展 の問題 はローカル ・ミニマム論の確立 によって是

正されるのであ る。なぜ なら,行 財政の権限を市町村 に委譲す るならば,中 央

集権 は打破 され るとともに官僚の影響力 は喪失 して しまう。 したが って,官 僚

的中央集権 とそれに伴 う国による地域 開発 を通ず る地域不均等発展の拡大 の問

題 は解決 され るのである。また,官 僚 的中央集権 による浪費 ・非能率 ・陳情費

用 などが除去 され,こ れ らが合理化されればその分財政力 はさ らに強化 され る

とと もに行財政的効率を図ることがで きる。 さらに,東 京一極集 中の問題 と過

疎 ・過密の問題 もある程度は緩和され る。

とはいえ,資 本主義の経 済法則 による地域不均等発展の問題 は依然 として残

されてい るが,そ れはローカル ・ミニマム論の確立 による内発的発展 を通 じて,

各地方 自治体 自ら不均等の格差 を徐 々に是正 してい くことしかない。つま り,

各地方 自治体は行財政権 の確保 とともに民主主義的 な地方財政調整制度 によっ

てその財政をさ らに拡充 して,こ れ らの豊富な事務お よび財源 を もって,従 来

の中央集権的な地域開発では考 えられなか った地域住民の創意 によるその地域

の固有価値 の開発 を行い,そ してその地域の特性に基づいた地域 開発 といった
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内発 的 発展 を図 ってい けば,地 域 間の格差 は徐 々に縮 小 され てい くにちが い な

い。

ところで,各 市 町村 が 行財 政 の権 限 を拡 充 し,さ らに民主 主 義 的 な地 方財 政

調整 制 度 に よ って よ り財 政力 が拡 充 され た と して も,各 地方 自治 体及 び その住

民 は それ を 活か して内 発 的発展 の た めに努 力 して いか な けれ ば な らない。 つ ま

りこの段 階で は内発 的 発展 と人間 発達 をい か に して 図 るか とい う問題 は ,す で

に国 家 の手 を離 れ て も っぱ らその 地域 の住 民 の手 にか か って い る こ とに な る。

こ の 関係 をJ,ラ ス キ ンの見解 を適 用 して解 明 して み よ う。 ラス キ ンは ,人

間発 達 に貢 献 す る もの が 価値 の あ る もの で あ り,こ れ を 固有 価 値(intrinsic

value)と 名 づ け ,そ の 固有 価 値 と固有 価 値 を活 かす 人 間 の享受 能 力 とが,実

際 に人 間発 達 に貢 献 した とき,そ の もの は有 効価 値(effectualvalue)を もっ

こ とに な る と主 張 した 。

要 す るに,ラ スキ ンは,こ の有 効価値 を生 み 出す た めに は,常 に二 つ の要素

が必 要 で あ る と前提 した。 第1は,人 間 は,も と も と有用 な性 質 を持 つ モ ノを

生 産 す る こ と,第2は,そ して 人 間は,そ の モ ノを利 用す る能力 を開発 す る こ

とで あ る"91。これ を言 い 替 えれ ば,た とえ価 値 の あ る もので あ って も,そ れ を

活 かす 人間 の享 受能 力 が発 達 してい な けれ ば,人 間発達 とい う有効 価 値 は生 ま

れ な い とい うこ とで あ る。

とい う こ とは,市 町 村が 行財 政 の権 限 を確 保 し,さ らに民 主主 義 的 な地方 財

政 調 整制 度 に よ って さ らに財 政 力 を よ り拡 充す る とい う価 値 のあ る制 度 を設 け

て も,そ れ を活 か す よ うに,住 民 自ら享 受能 力 を開発 してい か な けれ ば ,内 発

的発 展 を通 ず る地域 不均 等 発展 の是正 お よび人 間発達 とい う 目標 は達 成 され な

い とい うこ とにな る のであ る。

した が って,ラ スキ ンの考 え を用い れ ば,ロ ー カル ・ミニ マム論 に立脚 した

49>原 文 は,「Theproductionofeffectualvalue,therefore ,alwaysinvolvestwoneeds:first,the

productionofathingesseitiallyuseful;then山eproductionofthecapacitytouseit。 」John

Raskin「MuneraPulveris-sixEssaysontheElementsolPoliticalEconomy」1970年
,12ペ ー ジ9
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地 方 分権 的 な制 度 とい う価 値 の あ る制 度 を確 立す る こ とが まず重 要 で あ って,

さ らに その 制度 を実際 に有 効 に させ るた め に住民 は参 加 し学 習 を通 じて その 享

受 能力 を開発 す る ことに よ って,内 発 的発 展 を通 ず る地域不 均 等 発展 の是 正 の

た め に努力 して ゆ くこ とが必 要 で あ ろ う。

と ころで,地 方 分権 化 が確 立 されれ ば,各 地方 自治体 の発 展 あ るい は退 歩 な

どのす べ て の責 任 は各 地方 自治体 のそ の住 民 自身 にか か って い る こ とに な る。

そ うす る と,そ の住 民 は 自分 の地 域 を 自分 の手 で 運営 ・発 展 させ て い くとい う

積 極 的 な意 欲 を持つ こ とに な る。 その過 程 の 中で,そ れ ぞれ の 地域 はそ の住 民

の創 意 の発 揮 に よ る内 発的 発展 を通 じて地域 不均 等発 展 をそ の地域 自 ら是正 し

て い くこ とがで きるの であ る。 これが ロー カ ル ・ミニ マ ム論 論 の もう一 つ の極

め て重要 な特徴 お よび作 用 な ので あ る。

(3)ロ ー カ ル ・ミニ マ ム論 と人 間発 達 の シス テ ム

J.S.ミ ルとH.C.ケ アリの示唆一

ロー カル ・ミニマ ム論 の特徴 お よび作 用 の もう一つ は人 間発達 を可 能 にす る

とい うこ とで あ る。で は,発 展 あ るい は人 間発 達 とはな にか,を 考 察 しな けれ

ば な らない と思 う。

まず,発 展 の問 題 を 「人 間個 性 の発 展 」 とお きか えた の は,J.S.ミ ルで あ

る。 ミル は,そ の 「自 由論 」(1855年)の 第3章 幸 福 の一 要 素 と して の個 性 に

つ い て」 で,発 展 とは個 性 と同一事 で あ り,個 性 の育 成 の みが 十分 に発展 した

人 間 を生 み 出す 。 そ して,人 間 の 自由 と 「人 々 を相互 に似 させ な い」 境遇 の多

様 性 こそ が,人 間個 性 を伸 ば し,独 創 性 の源 泉 とな る と指 摘 しだ 。,。ミルは,

従 属 ほ ど人 間 を腐敗 せ しめ る もの はな い と し,人 間の 自由 に基 づ い た 人 間個性

の発展 こそが発 展 で あ る と考 え たわ けで あ って,こ の よ うな思想 は安 価 な政府

論 と関連 してい るので あ る。

そ して,内 発 的発展 論が1970年 代 第3世 界 を 中心 と して確 立 され る前,す で

に19世 紀 に この 内発 的発 展 論 の思 想 的 源流 とされ てい る地方 分 権論 者 のH.C,

50)鶴 見和子 ・川田侃編 「内発的発展論」20ページ。



ローカル・ミニマム論の検討〔2}(453)65

ケア リも,個 性 の発達が人間の発達であると説いた。つま り,ケ ア リは,個 性

が発達 して くると,人 間の自主性や責任感 も高 まって くる。協 同,個 性,責 任

感の高ま りと共に,人 間は自己の努力 と先人 と他者の努力 とを結合 させ る能力

を高めるが,こ れが進歩 の能力 にほかな らない。中央集権化が人間の奴隷化を

もた らす とすれぼ,地 方分権化が個人の 自立の基盤 となる5Dと 指摘 した。

ケァ リの この指摘 の意味 は,そ れ ぞれの人間がそれぞれの個性 を発揮 し発達

してゆ くのが人間発達であ って,そ の人間発達 は地方分権 によって可能であ る

とい うことであ る。

さらに,内 発的発展論を示 したユ975年のダグ ・ハマーシ ョル ド財団の見解 に

よれば,発 展の究極 の 目標 は,す べ ての人間が,自 己表現,創 造,平 等,共 生

等の必要,そ して自分で自分の運命 を決め る必要 を充足 してい くことにあると

しなが ら,も し発展が,個 人 として,ま た社会的存在 として,解 放 と自己展開

をめざす 人間発展 とす るならば,こ のような発展 は事実上,そ れ ぞれの社会の

内部か ら発現す る もので なければならない52レと強調 した。要す るに,発 展の究

極の 目標 は人間発達であ り,そ してその人間発達の場 は国家ではな く,そ れぞ

れの地域が人間発達の場である とい うことである。

以上 を総合 して人間発達 を定義 してみれば,人 間発達 とは,そ れぞれの人間

は誰 に対 して も従属 されない自由を もち,さ らにそれぞれ の人間は平等 な権限

をもち,個 性や創造性 とい う人間潜在能力を開発す るとい うことであ る。そ し

てその人間発達 は実に地方分権下のそれぞれの地域でのみ可能であ る。言い換

えれば,地 方分 権化 が 人間が支配 ・従属か ら解放 され る原点で あ り,そ れ に

よって,自 分の地域 を自分 の手でつ くりあげることが人間発達 の原点であ ると

言えよう。

このよ うな住民創 意や人 間発達を通 じた内発的発展 の試みが,今 日のような

51)同 上,11ペ ー ジ 。 原 書 は,H.C.Carry,PrinciplesofSoda】Science,philadelphia:J.B.Lip・

pincott&Co.,VolI,1858,ReprintbyM.Kelley,PP.23-63,

52)同 上,3ペ ー ジ 。 原 書 は,DagHammarskjoldFoundation,QueFaire?,1975,p、35.
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中央集権下 においても多少は見 られ る。例 えば,冬 季 には零下25度 に も下が る

寒冷地であ りなが ら町営 ワイ ン醸造業によって過疎 を克服 した北海道の池 田町。

山林 原野が80%を 占め,耕 地は10%に も満た ない困難 な生産条件 の中で,多 品

種少量 の高次元農業を確立 した大分県の大山町。同 じく大分県 にあ って,大 資

本による観光開発やゴルフ場建設 に対す る反対運動の 中か ら,豊 かな自然を生

か した温泉保養地づ くりに成功 した湯布院町。そ して,愛 知県足助町に見 られ

る機織 り,炭 焼 き.紙 すきを高齢者 によ り再現 した 「三州足助屋敷」 などが挙

げ られ る。

これ らの地域お こしの経験はいずれ も,次 のよ うな内容 を備えていた と宮 本

憲一教授は述べた。つ まり,第1に,中 央政府 の補助金や大企業誘致 に依存せ

ず,地 域 の資源,技 術 産業,文 化 を土台 に した着実 な発展 をめざ し,住 民が

自学 自習で経営す る開発事業である。第2に,環 境保全 の枠 の中で開発 を行い,

地域 の 自然,景 観 アメニティを保全 しつつ次世代 にわた って持続的に発展 す

る開発事業であ る。第3に,地 域 内で可能な限 り多様で緊密に結合 した産業関

連構造を形成 し,生 み出された利潤が域外 に漏出 しない質の高い経済構造 をつ

くりあげる。第4に,住 民参加 の制度化 によ り,草 の根民主主義 に基づいて地

域開発 を進める ものであっだ3)。

要す るに,こ のよ うな地域 開発あるいは内発的発展 は,決 して官僚 的中央集

権下 の官僚 の発想か ら生 まれた ものではな く,住 民 自らの創意 ・学習 を通 じた

人間発達 の結果 として生まれた ものであったと言 えよう。

しか しながら.,こ の ような成功例 はあ った として もそれ は窮めて微 々た るな

ものにす ぎない。 したが って,ま さに内発的発展や人 間発達 を図 ってい くため

には,ロ ーカル ・ミニマ ム論に立脚 して地方分権 的な行財政制度の確 立 と
,そ

のロー カル ・ミニマムを保障す るような民主主義的な地方財政調整制度へ と根

本的に転換 しなければならない。要するに,ロ ーカル ・ミニマムに立脚 した行財

政 の地方分権化 な しには,ま さに内発 的発展や人間発達はあ りえないので あ る。

53)宮 本憲一 「補助金の政治経済学」朝日新聞社1990年199ペ ージ。
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この ように,地 方分権化が確立 されれば,地 域 は国家に従属 ・支配 されない

住民 自立の生活の場 とな り,こ のよ うな地域 あるいは地方 自治体の もとで,そ

れ ぞれの地域のその住民 は意欲 をもって参加 し学習 しなが ら内発的発展 を図 る

過程 の中で,住 民 の創意 ・個性 とい う人間潜在能力は開発され,人 間発達 は可

能 となるので ある。つま り,人 間発達は,各 地域 におけるその住民 自らの地域

づ くりの過程 の中で顕在化 され る。

この地域づ くりと人間発達 との関係 について は池上惇教授 の次の主張は注 目

に値す る。池上惇教授は,か くして 「仕事おこ し」 は現代 における人権の基礎

で あ り,「 地域づ くり」は人権 の展開を意味す る。 この二つ の局面 において,

人間の生存 ・人格 ・生活 ・発達を内容 とす る基本的人権 は,さ らによ り豊富化

され ることになる。 さらに,人 間がたんに受 け身の存在 として,あ た えられた

仕事を こなす もの としてではな く,積 極的 に共 同体 をつ くり,連 合 し,社 会の

寄生物を とりのぞいて,み ずか らを社会の主人公 とし,福 祉の充実 によって社

会が一人 ひとりのよ り大 きな幸福にむか ってすすむ,と い う構想は,ま さに人

間発達史観 とい うにふさわ しい卸 と主張 した。

この意味を言い換 えれ ば,中 央集権下の全国画一的に与 えられた仕事 しかほ

とん どで きない状 況では人間発達の期待 はで きず,各 地域 においてその住民が

主体 となって,そ の住民 自らの創意による地域づ くりを可能にさせ る地方分権

下に,そ の住民が積極的に共同体 に参加 し,さ らに人間発達を通 じてよ りよい

生活条件の地域を創 り出 し,そ のよ りよい住民生活の場 としての地域社会が さ

らに住民一人一人の幸福や発達を導 く,と い うシステムが まさに人間発達のシ

ステ ムであ るとい うことであ る。

このよ うに,結 局は地方分権化が確立 されなければ,各 地方 自治体 はその住

民の学習 ・創意 に基づいた 自治体運 営 とい うシステ ムは不可 能で あ る。 した

が って,国 と都道府県の行財政の権限を市町村 に委譲する。そ うす ると,委 任

事務や補助金が 自動 的に整理 され るとともに水平的財政調整制度 を必然化させ

54)池 上惇 「人間発達史観」青木書店,1987年,19ペ ージ。
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る。その上,権 限を持つ 「地方 自治体連合会」 によって民主主義的に協議 ・調

整す るとい うシステムを加 えれば,こ れが まさに地方分権化 にほかな らない。

このような地方分権化 のシステムによっては じめて,各 地方 自治体はその住民

の創 意に基づいて環境 を重視 しなが ら内発的発展 を通 じて地域不均等発展の問

題 を各地方 自治体 自ら是正 し,そ の過程の中で各地方 自治体のその住民 は参加

し学習す ることによって,個 性 および創造性 とい う人間潜在能力が発揮 され,

人間は絶 えば発展 して い くのであ る。 これ らのすべ てを可 能にさせ るロー カ

ル ・ミニマ ム論の確立 こそが,今 日におけ る地方分権や内発的発展そ して人間

発達の とりあえずの到達点であ り,こ うして発達 された人間はさらによ りよい

人間発達のための システムを創 り出 しなが らよ り人間発達 を図るであろ う。

結 局,ロ ーカル ・ミニマム論 は,そ れぞれの地域で,そ の住民が主体 となっ

て,全 社会 システムの地方分権化 と住民による民主主義的な公的規制 とい う手

段 を通 じて,内 発的発展 ・人間発達 ・環境保全 という究極的な 目標 を達成 して

い くことを指 していると言 えよ う。

Vむ す び

J.M.ブ キ ャナンは現代 国家 を,人 間の手におえな くな った巨大な怪物で あ

るリヴァイアサ ンと呼んだ。 このように巨大 な怪物 に成長 した国家は,官 僚的

中央集権 として表れている。 この官僚的中央集権 を支 えてい るものが,日 本 を

含 めてほ とん どの国で本稿が明 らかに したよ うな地域不均等 発農 の問題 とナ

ショナル ・ミニマム思想そ して中央集権的な地 方財政調整制度 と補助金制度で

ある。 この中で も,特 にナシ ョナル ・ミニマ ムの思想 こそが,全 社会 システム

を中央集権 に導 く最大の要因で ある。つま り,ナ シ ョナル ・ミニマムの思想 に

よって,よ り官僚 的中央集権が強化 され るとともに地域不均等発展が拡大され,.

さらに補助金制度の強化お よび中央集権的な地方財政調整制度が必然化 され た。

それによって地方日治体やその住民を単純化 ・画一化 させ,各 地方自治体 の特

性や人間発達の機会が不当 に抑制されて きたQ結 局は,ナ シ ョナ ル ・ミニマム
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の思想 が,住 民 生 活 に おけ る画 一的 な 「低水 準 ・高統 制」 の シ ステ ムを もた ら

して きた ので あ る。

この ナ シ ョナル ・ミニマ ム の思想 の反発 と して,日 本 で は シ ビル ・ミニマ ム

論 が登場 して あ る程度 の成果 を挙 げ たが,そ の理 論 的 な不十 分性 や 非現 実性 の

た め にナ シ ョナル ・ミニ マ ム とい う強 力 な 中央集 権 性 に よ って結局 打 ち破 られ

て しま った。

した が って本稿 は,ナ シ ョナ ル ・ミニ マ ム論 を排 除 し,地 方 分権 的な行 財政

制 度 の確 立 と内発 的発 展 お よび 人 間発 達 を可 能 にさせ る新 しい思想 と して ロー

カ ル ・ミニ マ ム論 を提 唱 した ので あ る。 この ロー カル ・ミニマ ム論 の極 め て重

要 な特 徴 お よび作 用 は次 の3点 に集 約で きる。

第1は,ナ シ ョナ ル ・ミニマ ム論 が 中央 集権 を必 然化 させ る と ともに委任 事

務 お よび補 助 金の 強化 を必 然 化 させ る。 さ らに 中央集権 的 な垂 直的 な財 政調 整

制度 を必 然 化 させ るの に反 して,ロ ー カ ル ・ミニマ ム論 論 は地 方分 権 を必 然化

させ る とと もに水 平 的財 政調 整 制 度 を必 然 化 させ る。 さ らに,委 任 事務 お よび

補 助金 を 自動 的 に整 理 させ る。 その 上,「 地 方 自治 体 連 合会 」 とい う権 限 を持

つ機 構 を設 置 して政府 間 お よび各 地方 自治体 間 の諸 問題 を協 議 ・調 整 す る。 こ

うい うシ ステ ムが まさ に地 方分 権 的 な行 財政 制 度 な のであ る。 この よ うな シス

テ ムは,今 日まで 提 起 された 数多 くの行 財政 にお け る地方 分権 化 の方 法 よ りも,

は るか に優 れ てい る方 法 であ り,画 期 的 な方 法 で あ る。

第2は,ナ シ ョナ ル ・ミニマ ム論 は地 域不 均 等発 展 を拡 大 させ るの に反 して,

ロ ー カル ・ミニマ ム論 を内発 的発 展 を通 じて各 地方 自治 自 ら地域 不均 等 発 展 を

是 正 す る ことがで き るシ ステ ムで あ る とい う こ とで あ る。

第3は,ナ シ ョナ ル ・ミニ マム論 が地 方 自治や そ の住民 の人 間発 達 の機 会が

抑 制 され るの に反 して,ロ ー カル ・ミニ マ ム論 は地 方 自治 や その住 民 の人 間発

達 を可能 に させ る シス テ ムで あ る。 ロー カル ・ミニ マ ム論 の導 く以 上 の よ うな

シス テ ムが,住 民 生活 にお け る個 性 的な 「高 水準 ・低 統 制 」 の社 会 システ ムな

ので あ る。
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このロー カル ・ミニマム論を端的にい えば,地 方分権 ・内発的発展 ・人間発

達を可能にさせ る社会 システムへの確立 のための思想であ る。各国の各地域 に

おいて このローカル ・ミニマム論が確立 されれば,全 世界のそれぞれの国のそ

れぞれの地域 は,個 性 と活気あふれ る地域 とな り,そ の住民は個性 と活気あふ

れ る人間 とな る。そ してその人間はさ らによ りよい地方分権 的な制度を創 り出

しなが ら人間は絶えず発達 してい くことになるであ ろう。

したが って,わ れわれが,以 上のような人間および地域で あることを実に望

むな ら,わ れわれの今後の最大の課題は,本 稿 の提唱す るローカル ・ミニマム

論を実際の社会 システムにいかに実践 し発展 させてい くかにかか っていると思

う。


